長井市緑が丘斎場指定管理者募集要項

１　施設の概要

(１)　施設の名称　長井市緑が丘斎場
　(２)　所在地　　　山形県長井市中伊佐沢１２５５番地２２
　(３)　構造等　　　鉄筋コンクリート造１階
　　　　　　　　　　敷地面積：１８，１２９．２㎡

　　　　　　　　　　延床面積：　　　６５４．５５㎡

(４)　竣工年月日　昭和５８年３月１５日

(５)　施設の主な内容

　　　風除室(２室)、前室、事務室、告別ホール、炉前ホール、収骨室(２室)、火葬炉(３基)、機械室、作業員控室、シャワー室、トイレ、待合ホール、待合室(３室)、湯沸室、駐車場、庭園、公園　　

　(６)　対象区域　　長井市、飯豊町

(７)　火葬執行状況（令和４年度～７年度）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(単位:件)

	
	令和４年度
	令和５年度
	令和６年度
	令和７年度

	長井市
	４７６
	４５４
	４０７
	４００

	飯豊町
	１１４
	１２３
	１２７
	１３０

	他市町
	  １４
	  ２５
	 　 ８
	    ８

	合　計
	６０４
	６０２
	５４２
	５３８


２　管理の基準

　　当該施設の使用許可（不許可）等については、長井市斎場の設置及び管理に関する条例（昭和５８年条例第９号。以下「設置条例」という。）に規定するとおりです。

３　指定管理者が行う業務の範囲

　　設置条例に規定する業務とします。詳細は、長井市緑が丘斎場指定管理者業務仕様書のとおりです。

４　指定期間

　　令和９年４月１日から令和１４年３月３１日までとします。
５　応募の資格

（1） 市内に事業所(本社、支社、営業所等)を有する企業又は団体で法人格の有無
は問わないものとする。ただし、個人は除くものとする。
（2） 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の規定に該当

しないこと。
　（３）　本市から指名停止措置を受けていないこと。
（４）　法人市民税、消費税等の滞納がないこと。
（５）　地方自治法第９２条の２（議員の兼業禁止）、第１４２条（長の兼業禁止）、
第１６６条（副市長の兼業禁止）及び第１８０条の５（委員会の委員及び委員の兼業禁止）に該当するもの。
（6） 会社更生法、民間再生法等に基づく更生又は再生手続を行っていないこと。
（7） 防火管理者、危険物取扱者免状甲種又は乙種（第４類）を持つ職員がいるこ
と。
（８）　法人又は団体（以下ア～キまでにおいて、「団体等」という。）の代表者（法人の場合は、役員（非常勤を含む。）、支配人及び営業所の代表者をいい、団体の場合は理事等法人の場合と同様の責任を有する者をいう。以下同じ。）又は職員が、次のいずれにも該当しないこと。
ア　暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第77号）第２条第６号に規定する暴力団員である者又は暴力団員でなくなった日から５年を経過しない者(以下「暴力団員等」という。)

イ　暴力団員等が団体等の事業を支配する者

ウ　暴力団員等を団体等の業務に従事させ、又はその業務の補助者として使用するおそれがある者

　　　　エ　団体等、自己又は第三者の不正の利益を図り、又は第三者に損害を加える目的をもって、暴力団の威力又は暴力団員等を利用するなどしている者。

　　　　オ　暴力団員等に対し資金を供給し、又は便宜を供与するなど積極的に暴力団の維持、運営に協力し、若しくは関与している者

　　　　カ　暴力団員等と社会的に非難されるべき関係を有している者

キ　暴力団員等であることを知りながら、これを不当に利用している者

（９）８　公募説明会（施設説明会）への参加を応募条件とする。
６　要項等の配布

　（１）　配布方法

①　配布期間

令和８年９月３０日(水)から１０月８日(木)まで
（土日、祭日を除く）
②　配布時間　午前９時００分～午後５時００分

③　配布場所　長井市役所　市民課　市民生活室
　（２）　配布資料

　　　　　①　募集要項及び仕様書

　　　　　②　施設平面図

　　　　　③　指定管理者指定申請書

　　　　　④　事業計画書様式
5 収支計算書様式
6 長井市斎場の設置及び管理に関する条例（昭和５８年条例第９号)及び条例施行規則(昭和５８年規則第７号)並びに長井市公の施設に係る指定管理者の指定の手続等に関する条例(平成１７年条例第１９号)及び同条例施行規則(平成１７年規則第１５号)
　　　　　　

７　質問の受付及び回答

　（１）　受付期間　令和８年１０月１６日(金)から１０月２８日(水)までとします。
（２）　受付方法

　　　　質問票（様式第４号）により市民課に直接提出するか、郵送、ＦＡＸのいずれかの方法で送付してください。なお、直接提出する場合は、土、日曜日又は祝日を除き、午前９時００分から午後４時００分までとします。ただし、２８日（水）は正午までとします。電話又は窓口での口頭による質問は受付いたしませんので、ご了承願いします。

（３）　回答方法　メールで回答します。
８　公募説明会（施設説明会）

　　応募方法、提出書類、指定管理業務、施設の状況等についての説明会を下記により開催しますので参加をお願いします。
　（１）　日　時　　令和８年１０月１５日(木)　午後２時

　（２）　場　所　　長井市緑が丘斎場　待合室　３
　（３）　その他　　参加人数は１団体２人まで

９　申請書の提出等

　（１）　提出方法　長井市役所　市民課　市民生活室へ持参すること

　（２）　注意事項　提出書類に不備がある場合は、受理しない

　（３）　提出書類

　　　　①　指定管理者指定申請書

　　　　②　法人登記簿（法人の場合）

③　印鑑証明書（原本）

④　定款、寄附行為、規約その他これらに類するもの

⑤　申請者（企業又は団体）の概要（事業計画書に記載欄あり）

　　　　　イ　経歴・実績

　　　　　ロ　事業概要又はこれに類するもの

　　　　⑥　法人市民税又は所得税並びに消費税又は地方消費税の納税証明書

　　　　　　提出する証明書の種類は下表のとおり
	区　　分
	市税関係（長井市市民課にて交付）
	国税関係（最寄の税務署にて交付）

	市内の法人　（みなす法人を含む）
	法人市民税

　⇒納税証明書
	消費税

⇒納税証明書（その３）

	市外の法人　（みなす法人を含む）
	
	法人税・消費税
⇒納税証明書（その３の３）


· 市税の納税証明書は、完納証明書ではありませんので注意してください。

· 国税関係は、未納の税額がない証明書を提出してください。（納税証明書：その３の３）

⑦　経営状況を説明する資料（貸借対象表、損益計算書、直近の合計残高試算表）　
⑧　事業計画書

⑨　収支予算書

⑩　個人情報に関して講ずる措置
提出書類は、申込書類（２部）に添付書類（正本１部、写し１部）及び電子ファイル（ＣＤ等）を添付して提出してください。

10　指定管理料の支払方法

（1） 　支払方法

　　　　指定期間内の会計年度（４月１日から翌年の３月３１日）ごとに指定管理者の請求に基づき四半期ごとに分割して支払います。

（２）　市が支払う指定管理料に含まれるもの

　　　　人件費及び物件費（消耗品費、修繕料、光熱水費、保守点検・維持管理に要する経費、雑費等）

11　指定までのスケジュール
　　イ　募集要項の配布   令和８年９月３０日(水)から１０月８日(木)まで
　　ロ　募集要項に関する質問の受付　 令和８年９月３０日(水)から１０月９日(金)まで　
　　ハ　応募者説明会　 令和８年１０月１５日(木)
　　二  申請の受付   令和８年１０月１６日(金)から１０月２８日(水)まで　　　　　　

　　ホ　面接（プレゼンテーション）　 令和８年１１月４日（水）午前９時　庁議室
　　へ　選考結果の通知　 令和８年１１月中旬発送予定
　　ト　指定管理者の指定手続   
· 市議会上程　　令和８年１２月定例会
　市議会での指定の議決後

· 協定書締結　　令和９年３月下旬を予定

　
12　選定基準及び選考方法

　　指定管理者の候補者は、提出書類の審査及びプレゼンテーションにより、選定委員会において市の審査基準に基づき選定します。

　　候補者の選定結果につきましては、選定理由を付して、申請者全員に対してお知らせします。なお、指定管理者の決定は、地方自治法の規定により、議会の承認を経て決定となります。

13　協議事項に疑義が生じた場合及び事業継続が困難になった場合の措置等

（１）協定書に定めがない事項又は解釈に疑義が生じた場合の措置

　　　　長井市と指定管理者は、誠意を持って協議するものとします。

（２）指定管理者の責めに帰すべき事由により事業の継続が困難になった場合の措置

　　　　指定管理者の指定の取り消し等の措置をとることとします。この場合、指定管理者は市に生じた損害を賠償する責任を負います。

（３）災害等により事業の継続が困難になった場合の措置

　　　　災害その他の不可抗力により、事業の継続が困難になった場合、長井市と指定管理者は、事業継続の可否について協議することにします。

14　原状回復及び事務引継

　指定管理者は、指定期間が満了した場合、又は指定を取り消されたときは、長井市が承認した場合を除き、速やかに施設を原状回復して長井市に引き渡すとともに、引継ぎを行ってください。

　

15　業務の委託等

　指定管理者は、本事業の全部を第三者に委託し、又は請け負わせることはできません。ただし、個別の業務に関しては、部分的に委託することが可能とします。

16　その他

（１）  申請書類の差し替え及び修正

　　　　　申請書類の差し替え及び修正はできません。

（２）　租税に関する留意事項　　

　　　　　指定管理業務は、原則として法人税、法人市・県民税、事業税、消費税等の課税の対象となります。

（３）　引継ぎについて

　　　　　指定管理者の指定は、長井市議会１２月定例会に上程し、議決により決定します。指定後、速やかに現場研修と業務引継ぎに入ってください。

　　　　　なお、令和９年３月３１日まで業務引継ぎに要した費用は、全て指定管理者として選定された団体の負担とします。

（４）　その他

　　　　　長井市議会の議決に上程する間、指定管理者の候補者であることが著しく不適当と認められる事情が生じたときは、候補者であることを取り消すことがあります。

　　　　　なお、長井市議会の議決が得られなかった場合又は否決された場合においても、長井市緑が丘斎場に係る業務及び管理の準備のために支出した費用については、一切補償しません。

　　　　　また、指定管理者が行う施設の管理の適正を期すため長井市が行う指示に従わないとき、その他指定管理者による管理を継続することが適当でないと認められるときは、指定管理者の指定を取り消し、又は期間を定めて管理の業務全部若しくは一部の停止を命ずることがあります。

17　お問い合わせ

　　　長井市市民課市民生活室
　　　〒993-8601　長井市栄町１番１号

　　　℡0238-82-8007（直通）　Fax 87-3364
　　　E-mail：seikatsu@city.nagai.yamagata.jp
　　　担当者：渋谷　潤
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